
データ加工流通基盤構築におけるコンサルティング業務 

企画提案募集要領 

 

一般財団法人沖縄 IT イノベーション戦略センター（以下「ISCO」という。）では、沖縄県から

委託を受けて、「平成 31 年度 IoT 利活用促進ネットワーク基盤構築・実証事業（ハンズオン・運

用業務）」を実施しています。当事業における「データ加工流通基盤構築に関わる収益検討、デー

タ取引サービス仕様検討」のコンサルティング業務について、以下の要領で広く募集します。 

 

１．コンサルティング業務目的 

(ア)沖縄県の各種データを集約する IoT プラットフォームが価値を創出し、産業成長に貢献

するためには、沖縄県だけでなく、県外・民間事業者および海外にあるその他のデータ

と連携を容易に行えるデータ加工流通基盤が必要となる 

(イ)本事業では、沖縄県データ加工流通基盤が、沖縄県や利用者にもたらす価値の観点から、

持つべきデータや備えるべき機能を整理し、具体化していくことを目的にする 

(ウ)また、IoTプラットフォームとデータ加工流通基盤の役割分担を明確にし、沖縄県でデー

タ加工流通基盤を整備すべき理由についても整理していく 

 

２．業務内容 

(ア)IoTプラットフォームが持つべきデータ案の整理 

① 沖縄県の産官学の分析担当者候補者案の作成 

② 分析担当者へのニーズヒアリング 

(イ)沖縄県データ加工流通基盤が接続すべき IoTプラットフォームや公共データ等の整理 

① 沖縄県の産官学の分析担当者候補者案の作成 

② 分析担当者へのニーズヒアリング 

(ウ)沖縄県データ加工流通基盤を活用したビジネスエコシステム案の整理 

① どのように沖縄県や利用者に価値をもたらすか 

② データ流通ビジネスモデルの進め方を具体化 

（ISCOがどのようにビジネスにつなげていくか） 

(エ)沖縄県データ加工流通基盤が持つべき機能要件案の整理 

① データ加工流通基盤の活用環境及び登録データ確保案の整理 

② データ加工流通基盤の要件整理（機能要件・運用要件・利用条件など） 

(オ)その他留意点 

① 一般社団法人データ流通推進協議会の動向を踏まえること 

② データ加工流通基盤においては、流通データだけでなく、オープンデータも取扱う

ことを想定すること。 

③ 本業務の成果については、全てデータ加工流通基盤調達の仕様策定にあたっての提

言として取扱い、全て仕様に反映させるわけではない点を了承すること。 

(カ)委託業務の期間 

契約締結の日から 2019年 9月 30日まで 

 



(キ)予算額 

      10,000,000円以内（税抜） 

 

３．想定している ISCOの業務 

コンサルティング業務遂行にあたり ISCOでは下記業務を想定している。尚、コンサルティ

ング業務に応じて適宜協議のうえ協力体制を組むこととし、この限りではない。 

① コンサルティングにおいて調整が必要な、沖縄県内・県外・海外の民間企業・大学・

第三セクター等法人、中央省庁及び実証実験中のまだ ISCOが関与していないプロジ

ェクト等における調整・窓口としての業務 

② 他のデータ流通事業者との調整業務 

③ 調査を円滑に進めるために必要な会議・打合せにおける依頼のあった関係者の招聘・

会議室の提供等調整業務 

④ 弁護士等の関与が必要な場合の弁護士との調整 

⑤ データ加工流通事業に必要な第三者機関との調整・契約 

⑥ データ加工流通事業に必要な体制・人員調整等組織の構築 

 

４．応募資格 

  次に掲げる要件を全て満たす者であること。 

(1)地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の 4第 1項の規定に該当しない

者であること。 

(2)沖縄県が取り組んでいる情報通信関連産業の振興に関する施策や支援策、制度等につ

いて深く理解し、沖縄県に対する助言能力を有するとともに、別添仕様書に基づく業務

内容を的確に遂行するに足りる能力、組織、人員等を有していること。 

(3) 本事業を円滑に遂行するために必要な経営基盤を有し、かつ、資金等について十分な

管理能力を有していること。 

(4) 本募集要領及び企画提案仕様書に記載された趣旨を全て了解する者であること。 

(5) コンソーシアムでも応募可能とし、この場合の要件を以下のとおりとする。 

    ア コンソーシアムを代表する事業者が応募申請すること。 

  イ コンソーシアムを構成するすべての事業者は、応募資格(1)から(4)までの要件を

満たすこと。 

ウ コンソーシアムの構成員が、他のコンソーシアムの構成員として重複応募する者

でないこと。 

  エ コンソーシアムの構成員が、単体企業としても重複応募する者でないこと。 

  オ コンソーシアムを代表する事業者は、事業目的の達成のため他の共同企業との連

携を密にし、各事業の推進及び成果の達成を図ること。 

(6) １提案者（コンソーシアムで事業を実施する場合は１コンソーシアム）につき、提案

は１件であること。 

(7) コンサル実施事業者もしくはコンソーシアムの選定条件。（コンソーシアムを組む場

合は 1社以上下記条件を満たすこと） 

① 一般社団法人データ流通推進協議会の正会員であること 



② データ流通における他の自治体での実施もしくはコンサルの実績を有すること

（具体的な実績を記載したＡ４版１枚程度を添付） 

 

５．応募の手続き 

＜提出書類の受付＞ 

提出期限：平成 31年 4月 22日（月）正午まで 

提出先：〒900－0004 沖縄県那覇市銘苅２丁目３－６ 那覇市 IT創造館 ４階 

一般財団法人沖縄 ITイノベーション戦略センター（ISCO） 

テストベッド・事業創出セクション 村井、高澤 

提出方法：持参または郵送（受付期間までの必着）により提出すること 

 

６．委託事業者の選定について 

結果の通知 審査結果は、4 月 26 日（金）までに ISCO から電子メールで送信し、追って書

面にて通知する 

 

７．契約 

(1) 契約の締結 

   選定された申請者と委託業務の内容及び額を協議した上で、契約を締結する。 

(2) 契約の方法 

   受託者から提出される報告書を基に、受託者が業務の実施に要した経費等から支払う

べき額を確定する「精算」の方法をとる。 

(3) 契約金額 

   契約金額については、採択された者から見積書を徴取し、予定価格の範囲内において

決定する。なお、提出された経費見積書と同額とならない場合がある。 

(4) 契約条項 

   委託先候補者との協議事項とする。 

 

８．その他留意事項 

 (1) 書類提出に当たって使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とする 

 (2) 提案書類の作成、プレゼンテーション及びヒアリングへの出席に要する費用は応募者の負

担とし、提出書類等は返却しない。 

 (3) 提出された企画提案書、審査内容、審査経過については公表しない。 

 

９．問い合わせ先 

  〒900-0004 沖縄県那覇市銘苅 2丁目 3-6 那覇市 IT創造館 4階 

沖縄ＩＴイノベーション戦略センター テストベッド・事業創出セクション 

担当：村井、高澤 

TEL ：098-953-8154 

Mail：asia-info(at)isc-okinawa.org  

   ※(at)は＠に置き換えてください。 

 

以上 


